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1. はじめに

(1) 研究の背景

近年､情報社会への急激な変化により､産業社会の経営パラダイムが崩れ､情報社会に適してい

た新しいフレームが形成されつつある｡新しい経営環境が情報化社会へとますます進展するにつれ､

既存の経営方法や考え方に満足していた日常的な活動で企業営むことはもはやこれ以上できず､あ

らゆる分野にわたって全 く創造的ものとして対処 していかなければならなくなったのである｡ すな

わち､情報化社会への変化が企業を受動的な態度から能動的な態度をとるにものにかえ､経営教育

の方法も大きな転換期を向かえるようになった｡

韓国で経営に関する教育が本格的に行われたのは約50年前である｡その間､学界を中心に新 しい

経営環境に対応するために経営教育を変えるべきだという主張が絶えず提示されてきた｡一部学者

の個人的な自省の声を超え､経営学会レベルでのセミナーと特別シンポジウムが開催された｡そし

て､経営教育の変化を求める声が企業現場からも出てきている｡全国経済人連合会､商工会議所お

よび韓国経営者総協会が現在の大学で行われている経営教育を批判 し､その教育過程に関する改善

方案を具体的に提示している｡さらに､2006年には ｢韓国経営教育認証院｣が設立され､企業の環

境変化に備えた効果的な教育過程を求め､各大学が現在自律的に行っている経営教育の内容 と方法

を改善することができるように方策を打ち足しているところである｡

(2) 研究の目的

本研究は､韓国における経営教育の現況 と今後の課題を検討 し､その解決しなければならない問

題を提示することに目的がある｡研究をために､次のような分析をおこなった｡

第一に､経営環境の変化内容を検討し､経営教育が目指していく方向を明確にする｡

第二に､韓国の経営教育の現況と経営教育に求められる要求事項を分析する｡

第三に､経営教育の現況 と要求事項の結果をまとめ､韓国の経営教育が抱えている問題点を改善す

るための方案を提示する｡
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(3) 調査方法

韓国における経営教育の現況とそれについて求められている要求事項を調査するために､次の2

つの資料を用いて再検討を行った｡

第一に､経営学教育を受ける学生の満足度 とそれに学生が求める経営教育の内容を調べるために､

二つの地域(嶺南圏､首都圏)を基盤 とした従来の調査結果を集めて検討した｡第二に､企業実務界

が経営教育について感じる満足度 とそれに求める要求事項を調べるために､産業界の3つの団体(韓

国経営者総連合会､全国経済人連合会､大韓商工会議所)の資料を使用 した｡

(4) 研究の内容

本研究では､ (図1)のように､研究の調査 と分析を行った｡

第一に､企業が直面している経営環境の変化を分析 し､今後展開される経営活動の方向を明確に予

測する｡第二に､いま韓国で行われている経営教育の一般的な現況､経営教育に関する満足度およ

び関連事項を分析 し､現在の経営学教育が持つ問題点を提示する｡また学生と企業が現在の経営教

育に求める要求事項を調査分析 し､経営教育の問題点がより的確に提示する｡第三に､経営教育の

現況 と現に求められている要求事項に関する調査結果を基礎にし､経営教育の問題点を提示する｡

第四に､現在の経営教育環境を考慮して提示された経営教育の問題点を解決できる方案を考察する｡

(図 1) 研究の構成
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2.経営環境の変化

WorldWideWebの登場により､本格的な情報化社会がきている｡そして､これまでの産業社

会を維持してきたすべての領域が急速に崩れ､新しい思考や論理で作られたデジタル社会のパラダ

イムが早い速度で定着されつつある｡このようなデジタル社会への変化は､企業にも例外なく影響

を及ぼし､経営環境に急激な変化をもたらすとともに､またこの変化へ応ずるための企業経営活動

全般にわたる新しい価値観 と経営論理を再確立しなければならないという認識が増えている｡(表

1)は､経営の環境が産業社会からデジタル社会へ変化するにつれ､経営の活動と内容､パラダイ

ムがどのように変わっているかをまとめたのである｡

(表 1) 経営環境の変化

壷 分 産業社会御感営 デジタル経営

企業行動原理 模倣 と踏襲 創造的な核心力量の開発

経営中心の軸 物的資産量中心の経営 価値中心のソフト経営

管理ポイント 問題発見 問題創出

経営者類型 管理型経営者 企業家型経営者

業務特性 固定､画一 流動､多様

業務間関係 明確な区分 境界破壊 (融合)

市場予測 未来予測 未来創造

経営環境がデジタル社会へと転換されるにつれ､産業社会の専有物であった模倣 と踏襲の論理で

それ以上企業の発展が保障できないことはもちろん､受身の姿勢では新しい問題を提起して持続的

な変化 と革新を通した企業競争力を促すことができない｡すでに発生した問題を事後に発見し､そ

の解決方法を求めることは､企業競争力のレベルでタイミングをのがしたことと同じである｡デジ

タル社会への変化は､経営者の経営マインドにも変化をもたらし､現在の状態を大きい問題なしに

維持しようとする管理者型の経営者としては企業の発展はもちろん､社会発展も期待できない｡す

なわち､デジタル社会の企業経営は､外部環境の変化に受動的に対処するのではなく､積極的かつ

能動的な姿勢で現状について絶えず問題を提起 し､企業固有の創造的な核心力量を培養しなければ

ならない｡また固定的かつ画一的な産業社会では与えられた枠組みの中で未来を予測したが､すべ

ての領域が絶えず変わる状況では未来はこれ以上予測の対象でなく､創造のものであるのがたしか

である｡

このような経営活動の全般にわたる大変化は､既存の経営論理ではこれ以上企業を存続､維持､

発展させることができないことを表すのである｡したがって､企業が前向きの生命力を維持するた

めには､急変する経営環境に能動的に対処するともに価値創出のために有用な新しい知識を蓄積し､
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また新しい知識を絶えず創造していかなければならない｡

3.経営教育の現況および要求事項の分析

(1) 一般現況

(1)-1.経営(経済)系列規模

(表2)は､現に経営および経済関連の学科及び学部が設置されている韓国の大学を調べた調査

結果である｡まず経営学関連の専攻が設置されている大学数が2001年には141個であったが､2007

年には年度154個となり､毎年少しづつ増加 した｡そのなかには､4年制の一般大学 と特殊大学で

ある放送通信大学､産業大学が含まれている｡経営関連の学を専攻している学生の数は､2001年の

24万人から2007年には23万人となり､ 1万人が減少した｡

すなわち､2004年以後､学生の数が増えず､同じかまたはむしろ減少する傾向にある｡ これは､

学齢人口の減少し､経営(経済)系列大学に入学した学生数が減少したことにその原因がある｡教員

の数は､2001年の4,100人から少しづつ増加 し､2007年には約4,900人となった｡これは､経営(経

済)系列が設置された各大学が教育の便利性を高めるために教員を大幅増加させた結果である｡こ

れに伴い､教員1人当りの学生比率は､2001年の58人から2007年には46人と相当数減少し､教員の

講義負担がやや解消している｡

(表2)年度別経営(経済)系列規模

141 143 146 150 151 153 154

24万 25万 24万 23万 23万 23万 23万

資料:国家教育センター､教育統計情報システム

6



(表3) 経営学科卒業生の就職分析 (単位二%)

事務職比率 * 専 =門 家 比 率 ** 純 粋 事 務 従事者比率 .*紳

2004 74.6 13.9 51.7

2.00-5 75.6 10.8 50.0

資料:韓国教育開発院 教育統計サービス システム､詳細な内訳は (付録 2)経営学専攻卒業生の職業

分類別就職現況を参照.

* :事務職は事務従事者､技術工および準専門家､販売従事者を含む

** :専門家は会計関連の専門家､人事および労使関係専門家､金融 ･保険専門家､事業サービス関連

の専門家を含む

*** :純粋な事務従事者は一般事務関連の従事者､顧客サービス事務従事者を含む

(l)-2.経営系列卒業生の就職進路動向

経営学専攻の出身学生の卒業後の就職先および進路を ｢韓国教育開発院｣の教育統計資料をもっ

て調べた く表 3)｡2004年から2006年までの3年間､平均76.3%が卒業後､事務職に務めており､

しかも毎年増加する傾向にあることをわかった｡そして､専門家比率は毎年減少し､2006年の場合

に8.2%に過ぎない結果 となった｡

なお､経営学専攻出身卒業生が希望する就職先では､民間企業が46.7%で最も高 く､その次に公

共機関15.5%､公務員6%の順序 となっている (表4)｡ これは､公務員に比べて民間企業が新

入社員をより多 く採用 し､学生の選好度に影響を及ぼした結果 と見られる｡

(表4) 今後の進路(就職先)に関する意見 (単位:%)

企業 投資機関 専門職 自営業

157 52 20 35 42 30 336

(46.7) (15.5) (6.0) (10.4) (12.5 (8.9) (100.0)

資料:キム ･ギテ､顧客指向的観点での経営学教育万札 2007

(2) 経営教育に対する認識

(2)-1.経営教育の全般に関する満足度

1) 学生向きの調査

経営学専攻学生が現の教育過程についてどのように考えているか全般的な満足度を調べたく表 5)｡

調査対象346人の学生のうち､42.5%となる147人が普通であるとし､満足するという意見は39%に

当たる135人であった｡大変不満であるに ｢1｣､大変満足するに ｢5｣ で加重値を与えたた全般的

7



な満足度水準は3.21となり､現在にお行われいる経営学の教育過程に必ずしも満足していないこと

がわかった｡

(表5)経営学教育過程に対する全般的な満足度:学生アンケート調査結果 (単位:名､%)

極めて満足しない 満足しない 普通である 満足する 極めて満足する 合計

口 5 59 147 126 9 346

※ 非̀常に不満'を 1̀',̀非常に満足'を 5̀'点からある平均点数は3.21(S.D.-.80)

2)企業向きの調査

4年制大学の経営学専攻出身新入社員の業務達成度を調べるために､｢韓国経営者総協会｣の2005

年と2006年の調査資料を検討した (表6)｡ 2005年に比べて､2006年度に不満足の水準が急激に

高まった｡特に､2005年に25.5%であった ｢満足する｣水準が2006年には5.4%に著しく減少した｡

大学の経営教育に対する企業の実務界の不満足水準は極めて高いことを表すものであろう｡｢満足

しない｣水準では､2005年に25.7%であったものが2006年には61.8%と急激に増加し､その不満の

あるこをを裏付けている｡つまり､これは現在の大学で行われている経営教育について､企業実務

界は大きい不満を持っているといえよう｡

(表6)大卒新入社員業務達成度に対する満足度 (単位:%)

2005 劫:0,6 増=減

軽めて満足する 0.4 2.7 2.3

滞足する 25.5 5.4 (20.1)

普通である 48.4 30,1 (18.3)

満足しない 25.3 57.2 31.9

極めて満足 しない 0.4 4.6 4.2

資料:韓国経営者総協会(2005),『大卒新入社員再教育の現況調査』

韓国経営者総協会(2006)『大卒新入社員採用の実態調査』

(2)-2.経営教育に対する不満足の理由

1) 学生向きの調査

(表7)は､経営教育に ｢満足しない｣理由を調査した結果である｡｢開設科目および教育方式

の立ち遅れ (36.1%)､理論中心の講義 (27.9%)､就職に役立たない(19.7%)､企業業務 との関連

性が低い(16.4%)の順序で､その不満の理由があげられた｡
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(表7) 経営学教育過程に対する不満足理由 (単位人 %)

開設科目と教育 理論中心の講義 就職に 企業業務との 合計
理由 方式の立ち遅れ 役立たない 関連性が低い

口 22 17 12 10 61

2)企業向きの調査

全国経済人連合会の2006年報告書によれば､現在の大学で行われる経営教育についての企業実務

界が考える最も大きい不満の要因は､産業現場 と大学教育の乗離(43.3%)であった｡これは､大学

教育が企業の要求や変化をうまく反映できないことに起因するものである｡

(2)-3.企業の新入社員評価

企業が新入社員に求める知識と技術ついて､経営学専攻出身卒業生が持っている水準は平均26%

に終わり､極めて低い結果 となった｡ 2002年の全国経済人連合会の調査資料によれば､専門知識

および技術水準は18%､人性および態度は27%､基礎能力および知識は35%水準にとどまった｡こ

のような新入社員の低い知識および技術水準のために多 くの企業は､その実務能力を高める別途の

教育プログラムを運営している｡この場合､新入社員を実務の現場に投入するまで費やす教育時間

は平均20.3ケ月であり､その金額は1人当り6,218万ウォンとなっている｡

(3)経営教育に求められる要求事項

(3)-l. 学生向きの調査

1) 専攻 トラック制度の運営

韓国では､一部の大学で トラック制度が運営されており､それについて学生のもっている選好度

を調査した (表8)｡調査対象346人の学生のうち､67.4%に当たる233人の学生が トラック制度の

運営に賛成をした｡

(表8) トラック制に対する学生の選好度 (単位 :人､%)

同者程度 全 く同意しない 同意しない 普通である 同意する 全 く同意する 合計

13(3.8) 33 67 166 67 346

さらに､47個の大学を対象にトラック制度を実施しているかどうかを調査した結果､10大学がそ

のシステムを導入していた. たとえば､成均館大学校ではトラック制を ｢ロードマップ教育過程｣

と名づけ､｢学問指向型｣､｢専門職業型｣､｢複数専攻型｣､｢CPA型｣の4つのトラックで区分した
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形で運営されている｡

韓国大学教育協議会(1989)の ｢経営学科教育プログラムの開発研究報告書｣ では､経営学出身卒

業生の進路を ｢学者または研究員グループ(大学教授､研究員)｣､｢一般管理者グループ(企業の管

理者､経営者)｣､｢経営専門家グループ(公認会計士､税理士､市場調査専門家､広告専門家､経営

科学専門家)｣ と3つのグループで区分 し､各グループ別に教科過程の運営を差別化する必要があ

るとした(キム ･ギテ,2007).

2)人格の教育

全国経済人連合会(2002)の調査によれば､新入社員の採用時に最も重 く考慮する部門は 基̀本的

な人性および態度(32%)',二番目で考慮される部門は 意̀思表現およびコミュニケーションの能力

(26%)'であり,̀専攻関連の知識'は4%に過ぎないことが明らかになった｡新入社員採用時に企業

が考慮する要因について調べたその他の大部分の報告書でも､人性を最も重要な要因として取 り上

げた｡

さらに､2年後に実施した調査報告書(全国経済人連合会,2004)｢企業がみた韓国教育の問題点

と課題｣では､企業が人性や態度(29.1%)､業務関連の知識と技術(24.7%)､実務能力(17.1%)と

人性を重要なものと扱っているのに対し､新入職員の人性､態度､価値観に対するその満足度は100

点満点のうち､47.5%に過ぎない結果となり､企業の要求と新入職員の間には差があることを表し

た｡また最近の企業の採用過程をみても専攻分野に対する専門知識だけでなく､組腐乾の構成人とし

ての基本的人性を強調しており､その重要性が確認された｡

(表9)は､42社を対象に企業の望む人材を分析した結果である｡人格側面である正しい価値観

(61.9%)､積極性(26.2%)､協同性(26.2%)を強調 していることが明らかになった(キム ･ギテ,

2007).

(表9) 企業が求める人材

蛋 正しい価値観 挑戦精神 ･専門性 ㌻ - 三協離 …… 主 体 性

26 20 17 16 ll ll 10

･適用比率* 61.9 47.6 40.5 38.1 26.2 26.2 23.8

グ t3-- パル串 革 革新 自己開発 … -

10 10 9 8 7 5 -

* 調査対象42企業の比率
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人性要因が最も重要であると認識 している企業実務界とは違い､学生は自ら人性要因をどれほど

重要であると思うかを調べた｡(表10)がその結果である｡ 人性要因の重要性に対する調査は､や

はり企業実務界と共に高いことが明らかになった｡ 調査対象347人の学生のうち､68.6%に該当す

る238人の学生が人格教育を重要な要因として評価 した｡このような事実は､学生も大学で人格教

育を強化することを希望しているといえるものである｡

(表10) 人格教育の重要性に対する学生達の認識 (単位:人,%)

重要性 極めて重要でない 重要ではない 普通である 重要である 極めて重要であるo 合計

回答 2 15 92 159 79 347

3)コミュニケーションの能力

韓国企業の新入社員教育過程を分析してみれば､コミュニケーションに関連した技法の教育が重

要な項目となっている｡コミュニケーションの能力を高めるために企業が実施 している教育内容を

整理すれば､企画および文書作成,プレゼンテーション,コミュニケーションなどで区分することが

できる｡ コミュニケーションと関連した詳細な教育内容が調べられた｡その結果は､ (表11)で

とおりである｡

(裏目) コミュニケーション技法関連の教育内容の例

区 分)

企画および文書作成 企画力および企画実務,文書作成､ソフトウエア活用､
起案および報告書の作成法

プレゼンテーション 資料要約およびプレゼンテーション､表現力と発表力の向上､
プロジェクト提案書の作成法

コミュニケーション 対人関係コミュニケーション､インタビュー技法､

(表12) 文書作成教育の重要性 (単位:人 %)

垂変性 極めて重要でない 重要でない 普通である 重要である 極めて重要である 合計

口 2 9 60 198 78 347

※ 5点満点平均:3.98(S.D.=.74)

iE!



(3)-2.企業向きの調査

1)経営教育の目標

企業実務界では､大学で行われている経営学教育の目標を実務人材の育成に置かなければならな

いと主張する｡大学で経営教育を受けた学生は､企業現場､公共機関および公務員､専門職､学界

および研究所などに勤められ､これらのうちに企業現場で要求する人は企業現場の実務を処理でき

る項目を最も重要なものであると思っている｡したがって､経営教育を受ける学生を企業実務 トラッ

ク､専門家 トラック､研究 トラックなどで区分し､差別化された教育を実施することが望ましいも

のと見られる｡(表13)は､企業人事担当者が望む経営教育の目標に対する調査結果である｡

(表13) 経営学教育の目標

経営教育のす標 回答音数 (人) 応答比率(脂)

最高経営者の育成 35 5.3

中間管理者の育成 164 25.0

実務人材の育成 420 64.1

専門家の育成 22 3.4

資料:チェ･マンギ外,学部経営学教育の現況,問題点および改善,2004

2)インターンシップの単位認定制

経営学は､理論中心の学問というより企業現場で行われる業務の円滑な処理と未来指向的な思考

を必要とする実務的な側面が強い｡したがって､大学内で一方的な講義中心の教育をするのでは能

力のある経営実務者 と専門家を養成するのが難しい｡このような点を反映し､最近韓国の各大学で

実施されているインターンシップの単位認定制度は､経営理論と企業現場の実務を同時に実らせら

れる良い方法である｡特に､企業実務界では､理論中心の教育方法に反省が必要であると提言し､

インターンシップ制度の拡大を主張している｡

(表14)は､企業がインターンシップを行う大学生とその結果が効果的に行われように実施方案

をまとめたのである.企業の人事担当者を対象にインターンシップ制度の必要性について調査を行っ

た｡その結果は､78.2%の企業が必要であるとし､また57.9%がこれからインターンシップ制度を

導入する意向があるとした｡
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(表14) 大学生のインターンシップ実施について求める企業の要求

区 分 由~~~奉

分 野 技術職､企画 .管理職､営業職

対象学生 3年生の2学期 /4年生の 1学期

研修期間 6ケ月(毎年 2月末-8月下旬､8月末- 2月下旬)

勤務時間 5日/週､8時間/冒

単位認定 8-15の単位

資料:全国経済人連合会(2003),『企業が望む大学の教科課程一調査結果およびその活用方案』

3)新入社員教育過程の情報

規模の大きい企業が新入社員に行っている教育内容が調べられた (表15)｡これは､企業実務界

が大学の経営学教育について何を求めているかその要求事項をわかる点で意味深い｡調査対象企業

12社のうち､10社が意思決定とビジネス ･ゲーム過程が最も重要であるととりあげた｡意思決定と

ビジネス ･ゲームは純粋な経営理論よりも､多様な状況で生ずる問題を合理的な方法でいかに適時

に解決できるか､その問題解決能力を求めるものである｡

(表15) 主要企業の新入社員教育の過程

内 容 ;意 思 決 定 コ ミ ュ ニ ケ 衰 壷 毎 ;プ レ ゼ ン デ ビ ジ ネス 問題解決 人格教育 二
/ビ ジネ ス -S/ヨン ~ ;--i-ヨン _- マナー

頻度串. 10 9 7 7 】6 6 5

内 容 創竃カ リ ー ダ ーシ ッ プ L 企画力 ≡変化革新 ビジスキル - -

資料:各社新入社員教育プログラム

*:調査対象12社のうち､該当過程を運営している企業数

4.経営教育の問題点および改善方向

(1) 韓国経営教育の問題点

今まで各種の資料を総合的に分析し､韓国の経営教育の現況について検討をしてきた｡現在､韓

国の大学で行われている経営学教育に対する評価 とそれに求められる要求事項を､教育対象者であ
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る学生と卒業生を新入社員として採用する企業実務界にわけ､それぞれ比較 ･分析を行なった｡調

査の結果を全体的に整理すると､現在の韓国の経営学教育が抱いている問題点は次のようにまとめ

られるであろう｡

第-に､経営教育の内容と方法についての問題点が指摘できる｡ 経営教育に関する現況分析で

も述べたように､教育の内容が過度に理論中心に行われ､その理論自体が現在の韓国企業が抱いて

いる問題を解決するには時代的に立ち遅れている点である｡たとえば､経営学教育過程の基礎 とな

る ｢経営学原論｣ の場合､10年前の理論等がそのまま残っており､現在の企業状況に適用するのが

難しい｡ もちろん､100年前の理論であっても､その理論が現代企業の経営活動にそのまま適用さ

れる場合もあるが､企業環境の急激な変化により効用価値が落ちる理論も大勢あるのは否定できな

い事実である｡教育方法の場合も､現場性が強い経営学を過度に理論伝達中心の教育として行って

いる点が絶えず批判の対象になっている｡

第二に､現場実務の解決能力が不十分である｡ 現場実務の解決能力が不十分であるという指摘

は､これまで企業実務界で絶えず提起された問題である｡ 新入社員に対する満足度調査でもこの

点は明らかにされ､企業実務界 としてはこの問題を最も深刻に受け入れている｡ 企業は､新入社

員の現場実務解決能力を向上させるために入社後相当期間の間､莫大な費用を投じて別途の教育を

行っている｡ 特に､コミュニケーションの基本的な方法に該当する企画力､文書作成能力､プレ

ゼンテーションのような場合は､大学でも十分に教育できる部分であり､経営学教育を受ける学生

もコミュニケーション能力の向上が望んでいる｡

第三に､未来指向的な教科課程の編成問題が上げられる｡情報化社会の時代が本格的に渡来した

ことにしたがって､企業の経営環境も急激に変わりつつある｡そして､産業社会を維持してきた既

存のパラダイムが早い速度が壊れ､情報化社会-適合した新しい経済構造 と秩序を定着している､

現代企業の生命は､創造の能力にある｡ 既存の経営方法から脱皮し､創造的な思考を通した企業

競争力の向上が切実に要求される｡産業社会を動かしてきた既存の経営理論から脱皮し､新しい企

業家精神が発揮される営理論等が現の経営学教科のなかに忠実に反映されなければならない｡経営

学の教科科目なども過去の枠組みから抜け出し､理論熟知型の教科科目よりは問題解決型の教科科

目に転換される必要があるが､まだ多 くの教育過程が産業社会の枠組みから抜け出されていないの

が現実のように思われる｡

第四に､進路分野別に差別化された教育が必要である｡大学で経営学教育を受けた学生は､企業

現場で勤める経営実務者や公認会計士のような専門家分野に進出し､また学界や研究所のような研

究分野などに進出していく｡ もちろん､韓国経営教育の現況を把握する調査では相当数の学生が企

業現場や公共機関の経営実務者に進出するが､専門分野や研究分野に出て行 く場合も無視すること

はできない｡したがって､互いに進出分野が異なる学生を他の学生と同じ方法で教育する現在のシ

ステムでは､効果的な結果を導き出すことが非常に難しくなる｡このような問題を解決するために

は､互いに異なる進出分野に適合したトラックを設定し､ トラック別に差別化された教育が進行ざ
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れることが合理的である｡しかし､ごく一部少数の大学を除いた大部分の大学は､体系的なトラッ

ク制度の教育システムを活用していないのが現実である｡

第五に､人格教育の重要性についての対応策が不十分である｡ 企業の人事担当者を対象に､新

入社員の採用時に選抜基準として何が重要であるかを調査した結果､人性が非常に重要なものとし

てあげられた｡もちろん､経営について基礎知識や実務能力の重要性を無視することではないが､

組織構成員として備えなければならない最小限の人格と誠実さ､意志力が企業活動をしていくうえ

で､非常に重要な要素として役割をしていることが認められているわけである｡ したがって､企業

現場に投入する前に､人格教育により力をいれて行う必要があると思われるが､現在の教育過程で

は､大部分が経営学に関する専門知識の習得に関心が傾いている｡

第六に､インターンシップ単位認定制の具体的な施行が要請される｡ 経営学は他の学問分野に

比べ､現場性が強 く要求される学問である｡企業活動を合理的に遂行するためには､基本的な理論

の後押しも必要であるが､現場実務に対する正しい理解力が必ず要求される｡もちろん､企業現場

で随時発生する業務上の問題は､過去すでに発生した問題 と同じ経営問題であることもない｡した

がって､企業現場の実務問題を処理するために発生する多様な問題の属性を企業現場で直接経験す

ることが重要である｡ このような点を解決するのに適合した方法の一つが､インターンシップの単

位認定制であると思われる｡ インターンシップ単位認定制は､基礎的な経営理論を習得した後､

該当理論が企業現場でどのように適用されているか､またその結果はどのように進行していくかを

直接経験する良い方法である｡ 現在､韓国の大学でインターンシップ単位認定制を用いて数は多 く

あるが､その運営方法を具体的にみると､だいぶ形式的に行っている場合も少なくないようである｡

インターンシップ単位認定制が正しく運営されるためには､経営教育の教科課程の内容と類似の企

業活動が形成される企業 と緊密な協調体制の構築がまず必要である｡ 大学と企業の相互協調を通

して､より実質的なインターンシップ制度の運営が可能になることができる.

(2) 問題点の改善方案

以上､経営教育の現況とそれに求められる学生と企業実務界の要求事項について総合的に検討､

また問題点を提示してきた｡そうすると､このような問題点を解決できる改善方案は､なにか｡次

のように､その方案を提示したい｡

第一に､経営環境の急激な変化に備えるため､今後の経営学の教科課程に知識創造能力を培養で

きる科目が取 り入れる｡情報社会が高度化すればするほど､夢の社会が到来する展望である｡夢の

社会は､産業社会とは確かに異なる様相で展開されるであろう｡産業間の境界が画一的に明確であっ

た産業社会とは異なり､夢の社会では産業間の境界が崩れ､複合産業が定着していく｡互いに違う

多様な分野の異質な産業形態が互いに融合Lかつ衝突し､新しい領域の産業が創出し､またその知

識を基盤とした高付加価値産業が経済活動の先導的な役割をするようになる｡この場合､経営実務

者に最も必要な能力は､既存の価値体系を破壊して新しい価値を創出できる創造的な能力である｡
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企業活動の最も核心的な要因は､新しい高付加価値を創 り出すところにあるというドラッグの指摘

もこのようなものとして解釈されなければならない｡

第二に､理論 と実務がきり調和のとれた教育過程の開発が必要である.経営学は､企業現場の生

き生きとした声と問題を取 り扱う実践科学的の学問である｡しかし､現在､韓国の大学で行われて

いる大部分の経営学の教科課程は､理論中心に編成されている｡ 企業の人事担当者を対象に実施 し

たアンケー ト調査でも現れたように､新入社員の最も大きい問題点は基本的な実務能力の欠如にあ

る｡学生を対象に調べた各種アンケート調査でも､同じ問題が同時に指摘されている｡ したがって､

今後､経営学の教科課程を改善する場合､経営理論 と実務能力を同時に培養できる科目になるよう

バランスを取ることが最も肝要であると思われる｡教育過程を運営する場合にも､前述したように､

インターンシップの単位運営制 と企業現場の実務を直接体験できるメリットを生かす必要が大変重

要である｡

第三に､経営学教育方法の画期的な改善が必要である｡これまで韓国の大学の経営学教育方法は､

講義を通した経営学理論の一方的な伝達が主をなした｡しかし､経営学その自体が企業現場の実務

性が強い実践科学であることを考えると､理論中心の単純な伝達だけでは効果的な教育目標を達成

できない｡つまり､理論熟知型の学問から大胆に脱皮して変化を求め､問題解決型学問としての性

格が強 くなるよう教育方法を開発する必要がある｡多様な企業環境を考慮 した事例別問題解決原理

を理解させた後､仮想的な事例を提示してこれを学生自ら解決していく教育方法の開発を一つの例

としてあげることができる｡

第四に､人性教育を強化する必要がある｡ 企業は､組織の力で運営される｡組織が決められた目

的を効果的に達成するためには､組織の構成員間の協調と一体感が最も必要である｡このためには､

組織の構成員一人一人が組織の目標 と理念を共有して該当目標 と理念が具体的に具現できるよう相

互努力をしなければならない｡このとき､組織の構成員に最も必要なのが基本的な人性のかん養で

ある｡経営教育の現況把握のために調べた各種報告書でも指摘されたように､企業実務界では新入

社員採用時に優先的に人性要因を考慮している｡ 人性要因は､組織構成員として与えられた業務を

遂行するのに必要な基本的な人格資質をいう｡ もちろん､業務を効果的に推進するためには該当業

務 と関連 した専門的な知識が必須であるが､基本的な人性要因の水準が離れているならば望ましい

結果を得るのが難しい｡したがって､経営学の教育過程に専門知識を培養できる教科目と合せて基

本的な人格教育が強化される関連学科目も編成することが望ましい｡

第五に､企業現場の常規的な業務を処理できる基礎実務能力を強化 しなければならない｡経営学

の教育を受けた新入社員を直ちに実務現場に投入できず､長時間の人材教育をさせた後､業務配置

するのが現在の企業実情である｡これにともない､その時間と費用の支出が二重浪費であると指摘

する企業実務界の不満がすでに提起されている｡学生を対象に実施 したアンケー ト調査にも､基礎

的な企業実務能力の培養が重要であるという意見が大多数を占めている｡経営学の基礎的な理論も

重要ではなるが､企業現場に投入される学生の立場では自身が遂行 しなければならない実務問題の
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処理能力が重要な課題になるということを認識している｡ したがって､企業で必要なコミュニケー

ションの実務能力を高める具体的な教育内容 と方法が開発され､教育過程に含まれることが必要で

あろう｡

第六に､学生の進路を分類し､該当進路分野に適合した教育の内容 と方法を開発する必要がある｡

前述したように､経営学の教育を受けた学生の進路分野は､大きく3つに分類される｡すなわち､

経営実務者分野､専門家分野､研究分野で分けられる｡経営実務者の分野は､一般企業体や公共機

関の現場業務を遂行する場合である｡専門家分野は､経営診断士､税理士､公認会計士のような専

門職種に務める分野である｡研究分野は､学界および研究所などに進出する場合を意味する｡この

ような3つの分野に進出される学生の場合､その教育の内容 と方法は互いに差別化 し､実施する必

要がある｡ 韓国の一部の大学ですでに行っているトラック制の概念は進出分野別ごとに､差別化 し

た教科課程を運営するために作られた方法である｡ 現在､実施されているトラック制をより深化さ

せて体系的に運営される方法を開発することが教育資源をより効果的に活用できるであろう｡

5.おわりに

韓国の経営学教育は､約50年の歴史を持っている｡ これまで韓国の経済が目覚しい発展を成 し遂

げてきたところに､大学で経営学教育を受けた優秀な人材がその下敷きとなった点を否認する人は

だれもいない｡経営学の教育が行われたこの50年のうちに､韓国の大学は､去る10年前から経営学

の教育内容と方法が変わらなければならないという要求を絶えず問われてきた｡そして､このよう

な要求の背景には､企業を取 り巻 く環境が急速に変化 しているにもかかわらず､経営教育が満足で

きるほどその実態を受容できなかったからである｡すでに産業社会が成熟される時期に形成された

経営学の教育過程が､情報化社会に入って大きく経営環境が変わった今現在にもそのまま過去のフ

レームとして維持されているからである｡

情報社会が成熟すればするほど､夢の社会になるというのが未来学者の主張である｡夢の社会で

は､知識がすぐ資産になる社会を越えて既存の知識を互いに相反 ･融合させ､再構成 した新 しい知

識を作 り出すのが重要である｡情報社会は知識の所有が富の源泉であるが､夢の社会では想像力が

資産になる｡ したがって､経営学の教育過程は､このような点を考慮 し､未来志向的な教育が進行

できるよう大胆に変化を行う必要がある｡

本研究は､このような時代の変化を念頭にし､経営学教育の現況を把握 したうえで､より望まし

い経営教育の内容 と方法に関する改善案を提示することに目的がある｡本研究で分析した ｢韓国の

経営学教育の問題点についての改善方案｣は､次のようにまとめることができる｡

第一に､既存の経営学の教育過程に知識創造能力を高める学科目が導入されるべきである｡
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第二に､実践科学の性格が強い経営学教育が効果的に進められるためには､理論と実務がうまく

調和 ･並行できるような教育過程の編成が必要である｡

第三に､講義を基礎に行われる理論伝達中心の教育方法が改善され､学生自ら問題を解決できる

ようしなければならない｡

第四に､組織の構成員として与えられた業務を遂行できる基本的な人性を作ることが可能になる

よう教育内容を構成しなければならない｡

第五に､企業現場の基礎的な実務を学生自ら解決できる能力を高めるべきである｡

第六に､学生の進路分野に適合な差別化ざれた教育内容と方法の開発が必要である

本研究に続 く追加研究では､上のような改善方法を基礎により具体的なものとして､実質的な

経営学教育のフレームが開発されるべきである｡
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